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注目すべき不当な賠償請求
事実経緯

　2005年11月2日、貿易会社（以下、買主という）はある助剤製造会社（以下、輸入側という）を代理してFL会社（以下、売主という）から総価格507,550米ドルのウォータージェット織機1式（以下、設備という）を輸入する契約を締結した。設備は2005年11月21日に上海港着、翌月20日に浙江省にある輸入側に輸送された後、露天倉庫に置かれていた。2006年10月8日から据付、18日に設置完了した設備はテストで色々トラブルが発生したため、売主は技術者を派遣して2006年11月25日付テストの覚書に署名した。

　然しながら、買主と売主は設備の品質問題について数回の協議を経ても和解の合意に達しなかった。

2007年11月7日、売主は仲裁を申し立て、売主に対して総額7,829,532人民元もの賠償を次の通り求めた。

1、直接経済損失1,179,532人民元、その根拠は最終ユーザー3社が作成した、賠償を受け取ったとする空白領収書。

2、間接利益損失665万人民元、その根拠は輸入側が輸入設備を投資したプロジェクト実行性経済収益分析報告書。

仲裁裁決

1、直接経済損失の賠償について

　本案は設備の品質問題に関わる紛争として、申請者が複数の客観的な要素に対して責任を負うが、被申請者より派遣された技術者がテスト覚書に署名した事実、被申請者が2007年1月10日に行った反論から見れば、その設備の品質問題が存在していることは明らかであり、それによって申請者にもたらした経済損失も確実である。申請者は被申請者に経済損失を求める権利を有している。申請者が提出した損失証拠が法的効力を生じなかったが、契約における設備価格の20％に相当する金額、507,550．52米ドル×8.26×20％＝838,473．46人民元を賠償するのは合理的である。

2、間接利益損失の賠償について

　申請者が主張した間接利益損失665万人民元の根拠は投資したプロジェクト実行性経済収益分析報告書であるが、開廷後提出した補足資料とは異なっている。実行性報告書に基づいて算出したものとしても、当該報告書を基準として実際の損失を計算するのは証拠力に欠けている。また、設備の品質問題について申請者は一定の責任を持っているので、これらの損失に対しては、仲裁裁決は支持しない。

コメント

1、本案において、買主と売主が締結した設備売買契約は内容が包括的であり、設備の技術パラメーター、機能、据付、テスト、技術トレーニング等、設備売買契約特有の内容はいずれも定められていない。契約に定めのない内容は理論的には履行する義務はないが、売主が契約の添付書類に盛り込ませず、契約締結後提出した設備説明において言及した技術パラメーターは売主に拘束力を有している。製品説明は契約の添付書類ではないが、生産者又は売主の不特定な買主又は使用者に対する承諾と見なすものとし、売主はその承諾に対して責任を負うものとする。

２、契約違反による損失賠償について

　「契約法」第113条に基づき、当事者の一方が契約義務を履行せず、又は契約義務の履行が約定に合致しないことによって、相手方に損失をもたらした場合、損失賠償の額は違約によってもたらした損失に相当し、契約履行後獲得できる利益を含む。但し、契約に違反した側が契約締結時に予見できる、又は予見すべきであった、契約違反によって発生し得る損失を超えないものとする。「国際物品売買契約に関する国際連合条約」第74条にも同じ内容が規定されている。すなわち、当事者の一方による契約違反についての損害賠償の額は、当該契約違反により相手方が被った損失（得るはずであった利益の喪失を含む。）に等しい額とする。そのような損害賠償の額は、契約違反を行った当事者が契約の締結時に知り、又は知っているべきであった事実及び事情に照らし、当該当事者が契約違反から生じ得る結果として契約の締結時に予見し、又は予見すべきであった損失の額を超えることができない。 
　実務において問題となるのは間接損失の算出である。本案における間接損失665万人民元はプロジェクトの実行性分析書により算出されたが、多く予見できない要素が存在していたことから、それを賠償の根拠としてはならない。実際に発生、算出した根拠のある直接損失を主として賠償するのは原則である。間接損失の算出が比較的難しいと考えられるので、紛争を回避するためには、間接損失の有無や、その具体的な項目、算出方法などを出来る限り事前に約定しておくことが必要である。


「信用喪失の被執行人リスト情報の公開に関する

最高裁の若干規定」についての解説

2017年2月22日、最高裁は、2013年10月1日より実施した「信用喪失の被執行人リスト情報の公開に関する最高裁の若干規定」（以下、規定という」を修正、再公布し、2017年5月1日より施行することを決めた。本稿では13条で構成された「規定」の概要を以下のとおり取りまとめる。

背景

2013年10月1日より実施されてきた「信用喪失の被執行人リスト情報の公開に関する最高裁の若干規定」では救済の方法、信用喪失被執行人リスト（以下、ブラックリストという）の転出などの規定の不備で、直近まで各級裁判所が類計公布したブラックリストの情報が673.4万条に達し、そのブラックリストの人数がブラックリストデータから削除できず、絶えずに増えてきたことによって、ブラックリストの公開制度の効果を制約された状況が生じた。その弊害を是正するために、最高裁はブラックリスト入りにもっと慎重、規範的に行われるよう従来の「規定」を見直し、再公布を決めた。
改定要点

基準の明確

「規定」では、ブラックリスト入りの基準を更に明確にした。充分、有効な担保を提供した、差押、拘留、凍結などの措置を取られた財産をもって発効した法律文書が確定した債務などを清算するに充足な状況にあり、履行能力を有しても、発効した法律文書が確定した義務を拒んだことに属さない場合、また、被執行人は未成年者である場合、裁判所は、それらの被執行人をブラックリスト入りにしてはならないと特に決めた。

期限の追加

従来の「規定」ではブラックリスト入りの期限を設けず、一旦、載られると、「無期懲役」の判決を受けたことに等しい。従って、「規定」ではブラックリスト入り期限を通常2年とし、暴力、脅迫方法で執行を妨害、拒否した情状が厳重であり、または多数の信用喪失行為を有した場合、更に1年から3年まで延長することができるが、発効した法律文書に決めた義務を積極的に履行し、または主動的に信用喪失行為を改正した場合、裁判所は信用喪失情報を早めに削除することができる。

救済手順の明確

「規定」は従来の救済手順の不明確さを改めて、公民、法人またはその他の組織は、ブラックリスト入りされてはならず、掲載と公布したブラックリストの情報が正しくなく、ブラックリストから削除すべきと認められた場合、「執行裁判所に改正を求めることができ、改正しないとの決定に不服がある場合、決定書の受領した日より10日以内に上級裁判所に再議の申立ができる。上級裁判所は再議の申立を受けた日から15日以内に決定を下すべきと決めた。

ブラックリストの削除

「規定」は、裁判所は、執行手順の終結後、ネットの執行調査システムを通じて被執行人の財産を2回以上調べ、執行可能な財産が見つからず、且つ、執行申請人またはその他人が有効な財産手掛かりのものを提供できない場合、３日間の勤務日内にブラックリストの情報を削除しなければいけない。要するに、確かに履行能力を有しない被執行人をブラックリスト入りさせない。但し、その被執行人は依然として「被執行人の高価消費の制限に関する最高裁の若干規定」に決めた消費行為、すなわち新幹線、飛行機の搭乗、星レベル以上のレストラン、ナイトクラブ、ゴルフ場などの場所での高価消費を禁止されるものとする。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	最高裁の「信用喪失の被執行人リスト情報の公開に関する若干規定」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/05/01

	2
	税関総署の「外商投資企業登録登記関連事項に関する公告」
	2017/02/03

	3
	商務部、工業情報化部、公安部などの「重要製品情報化遡及体系創りの推進に関する指導意見」
	2017/02/16

	4
	最高裁の「内地と香港特別行政区裁判所との商事案件にかかる証拠入手の相互委託に関する手配」
	2017/03/01

	5
	国家知識産権局の「「特許申請行為の規範に関する若干規定」の改定に関する決定」
	2017/04/01

	6
	最高裁の「民事執行中の財産調査若干問題に関する規定」
	2017/05/01

	7
	国家品質監督検験検疫総局の「食品農産品輸出企業の国内外販売の「生産ライン、基準、品質の同一」の更なる規範と促進に関する公告」
	2018/02/22


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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